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労組周辺動向 No. 201 

Labour Update 

2024 - 09- 27 

1. 法・政策 

 

(1) 「令和５年（2023）人口動態統計（確定数）の概況」 2024年9月17日 厚生労働省 

 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/kakutei23/dl/15_all.pdf 

 

(2) 地方公務員の地域手当見直しへ 総務省、近隣格差を是正 

 

総務省は、民間の賃金水準が高い都市部などに勤務する地方公務員へ支給する地域手当を見直す。

現在、支給率の基準は市区町村ごとに設定しているが、都道府県内は原則同じにする方針。「近隣

との給与格差が大きいと人材確保に支障が出る」との声があり、格差を是正する。 

 

 

2. 法違反・闘い 

 

(1) 米ボーイング、16年ぶりスト突入 ７３７ＭＡＸ生産停止 

 

米航空機大手ボーイングの労働組合は、組合執行部と会社が暫定合意した労働協約を否決し、１３

日早くからストライキに突入した。スト実施は２００８年以来１６年ぶり。 

主力事業であるジェット機の生産の遅れが深刻化する中、ストが長期化すれば、多額の負債を抱え

るボーイングの経営にさらなる悪影響を与える可能性がある。 

https://www.facebook.com/GeneralUnion.org
https://www.instagram.com/generalunion/
https://twitter.com/GeneralUnionOrg
https://www.youtube.com/channel/UCzYlFqaxq0Bctsm_NWJAoTA
mailto:union@generalunion.org
https://www.generalunion.org/
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/kakutei23/dl/15_all.pdf
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米北西部の工場従業員が加盟するボーイングの最大労組、国際機械工労組（ＩＡＭ）の交渉責任

者、ジョン・ホールデン氏は記者団にできるだけ早く交渉のテーブルに戻る意向を示したものの、

ストの期間、交渉再開の時期には触れなかった。 ボーイングは声明で交渉のテーブルに戻る用意が

あると発表。妥協案の用意があることを示唆した。 

ホワイトハウスのジャンピエール報道官は、バイデン政権は双方と連絡を取り合っていると述べ

た。 

ストの期間は不明だが、長期のストはボーイングのジェット機に依 

 

(2) 住み込みで介護や家事業務 急死した女性の遺族が労災求める訴訟 1審破棄し労災認める 東京

高裁 

 

要介護者の自宅で住み込みで働いた後に急死した女性について遺族が労災と認めるよう国に求めた

裁判で、東京高裁は1審の判決を破棄し、労災と認める判決を言い渡した。 

 

当時68歳だった女性は2015年、派遣会社からの紹介を受けて要介護者の自宅に1週間泊まり込み、

介護ヘルパーや家政婦の業務にあたったのち、死亡した。 

 

労働基準監督署は女性の家政婦としての業務が個人の家庭に雇われて働く「家事使用人」に該当

し、労働基準法の対象外だとして労災を認めなかった。 

 

遺族は国に労災と認めるよう訴えを起こしたが、1審の東京地裁は訴えを退け、遺族側が控訴して

いた。 

 

きょうの控訴審判決で、東京高裁は「女性は派遣会社からの指示で介護と家事の業務をしていた」

と指摘し、「家事使用人」であることを理由に労災を認めなかった労基署の判断は違法だとして、

1審の判決を破棄し労災と認めた。 

 

 

3. 情勢・統計 

 

(1) 高齢者の推計人口は過去最多３６２５万人、総人口のほぼ３割…就業者数も９１４万人と最多 

 

総務省は９月１５日、６５歳以上の高齢者の推計人口を発表した。９月１５日時点の高齢者は前年

比２万人増の３６２５万人、総人口に占める割合も同０・２ポイント上昇して２９・３％となり、

いずれも過去最高を記録した。昨年の高齢者の就業者数も９１４万人と２０年連続で増加し、過去

最多を更新した。 

 

同省が９月１６日の敬老の日に合わせて発表した。高齢者の男女別内訳は、男性が１５７２万人で

男性全体に占める割合は２６・１％、女性は男性より４８１万人多い２０５３万人で、女性全体の

３２・３％だった。 

 

世代別で見ると、７０歳以上は２８９８万人と総人口の２３・４％、８０歳以上は１２９０万人で

同１０・４％となった。高齢者の割合は１９５０年以降年々高まっており、国立社会保障・人口問

題研究所の推計によると、第２次ベビーブーム期（１９７１～７４年）に生まれた世代が６５歳以

上となる２０４０年には３４・８％に達すると見込まれている。 
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国連の推計によると、日本の高齢者の割合（２９・３％）は人口１０万人以上の世界２００の国・

地域で最も高く、主要国ではイタリアが２４・６％、ドイツは２３・２％などと続いている。 

 

一方、労働力調査を基にした総務省の集計では、昨年の高齢者の就業率は前年と同じ２５・２％

で、高齢者の４人に１人が働いていることになる。１５歳以上の就業者全体に占める割合は１３・

５％で、およそ７人に１人が高齢者となる計算だ。産業別に見ると「卸売業、小売業」が１３２万

人と最多。「医療、福祉」分野は１０７万人で、１０年前の約２・４倍に増加した。 

 

「統計からみた我が国の高齢者」 20249月15日 総務省 

 

https://www.stat.go.jp/data/topics/pdf/topics142.pdf 

 

(2) 女子教育の欠如による経済損失、世界で日仏のＧＤＰ上回る年間１４００兆円…国連試算 

 

国連女性機関は９月１６日、１８歳未満の女子が教育を受ける機会を与えられていないことで生じ

る世界の経済的損失が、２０３０年までに年間１０兆ドル（約１４００兆円）超に達するとの試算

を発表した。日本とフランスの国内総生産（ＧＤＰ）の合計を上回るという。 

 

発表によると、現在、サハラ以南のアフリカを中心に女子約１億１９３０万人が学校に通えない状

況にある。同機関は多くの女子が社会進出の機会を逃すなどして「労働市場の利益が減少し、経済

の活性化が阻害され続ける」と指摘し、各国に改善を求めた。 

 

また、パレスチナ自治区など紛争地への同機関の調査で昨年確認された女児や女性への性的暴力は

３６８８件に上り、前年に比べて５０％増加した。このほか、アフリカや中東など１１３か国で２

０～２４歳の女性を対象に昨年行った調査によると、約２割が１８歳未満の「児童婚」だった。同

機関は世界の約７割の国で児童婚が認められているとして、これをなくすよう求めた。 

 

(3) 非正規公務員の再任用上限、都内7割の自治体が「撤廃／対応検討」 

 

公務の現場で非正規で働く「会計年度任用職員」の再任用に関し、職員を公募せずに再任用する場

合の任用回数の上限を撤廃または対応を検討とした自治体が、東京都内で約7割に上ったことが、

民間団体の調査で明らかになった。 

 

調査は、非正規公務員の問題に取り組む市民グループや労組でつくる「なくそう！官製ワーキング

プア東京集会」の実行委員会が実施。首都圏の106自治体に情報公開請求するなどした。 

 

国の機関で働く非正規公務員には、人事院の設けた公募を経ずに再任用される際の任用回数は上限

2回との努力義務があった。また、自治体の非正規を管轄する総務省は、運用マニュアルで同様の

上限回数を記していた。 

 

それが今年6月に人事院が努力義務を廃止し、総務省もマニュアルから上限回数を削除した。これ

らの動きを受け、実行委員会が自治体の現状把握のために調査した。 

 

これに対し、武蔵野市（同）や国立市（同）など5市は検討を予定しておらず、新宿区（同）など3

区1市が「回答を差し控える」とした。「その他」が1市、5市は回答しなかったという。 

 

https://www.stat.go.jp/data/topics/pdf/topics142.pdf
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相談業務で働く都内の女性は、同じ仕事を10年以上続けてきた。だが、制度が始まって以来、仕事

を続けられるのか毎年不安を感じていた。制限見直しの動きに女性は「10年も問題なく仕事をして

いるのだから、能力、力量は分かっているはずなのに、公募にかけられる不安はいつもあった。上

限の見直しは安心して働くための第一歩だ」と話した。 

 

(4) 去年の民間企業の平均給与460万円で2014年以降最高に 男女の格差は4年連続拡大 国税庁 

 

民間企業で働く人の去年1年間の平均給与は460万円で、3年連続の増加となった。比較ができる

2014年以降、過去最高。一方、男女の格差は4年連続で拡大している。 

 

国税庁が9月25日に公表した「民間給与実態統計」によると、民間企業で働く人の去年1年間の平

均給与は460万円で、前の年より0.4％増加しました。3年連続の増加となり、比較できる2014年

以降で最も高くなった。 

 

業種別では、最高額が「電気・ガス・熱供給・水道業」の775万円で前の年より3.7％増加した一

方、最低額は「宿泊業・飲食サービス業」の264万円で、前の年より1.5％減少した。 

 

男女別では、男性が569万円、女性が316万円で、男女の格差は前の年より3万円広がり、4年連続

で拡大している。 

 

職種別では、正社員が530万円、パートやアルバイトなど非正規雇用は202万円。 

 

一方で、平均賞与は前の年より0.3％減って71万円と、3年ぶりの減少となった。 

 

「令和５年分 民間給与実態統計調査」 2024年9月25日 国税庁 

 

https://www.nta.go.jp/publication/statistics/kokuzeicho/minkan/gaiyou/2023.htm#a-01 

 

https://www.nta.go.jp/publication/statistics/kokuzeicho/minkan/gaiyou/2023.htm#a-01

